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１．はじめに
近年、世界的な気候変動対策の動きが加速化しており、パリ協定に基づく国家間の取組と共に、非国家主体としての企業の取組に注目が集まっている。
日本政府が策定した「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」においても、気候変動問題の解決は巨大な資金、技術力を有するビジネスの力を最大限活用することが重要となる、と強調されている。経団連は、2018年10月、会員企業・団体の、温暖化対策「長期ビジョン」の策定状況を調査した結果、250を超える企業・団体が「長期ビジョン」を策定済み、検討中であることが報告されている。
こうした企業の気候変動への取組を促進する国際的な枠組みも多様な枠組みができつつある。ガイドラインや格付け、さらには、長期ビジョンを促す枠組みなどができており、こうした枠組みは、企業の対策の透明性の向上などを通じ実効性ある貢献につながると考えられる。そこで、本研究では、企業の気候変動対策に対する考え方や企業活動における気候変動対策の位置づけを明らかにすることによって、国際枠組みの有効性に対する考え方、ひいては、企業の気候変動対策の実効性を確保する方策への示唆を与える。
２．分析方法

企業の気候変動行動を調べるため、日本企業を対象としたアンケート調査を行った。売上1000億円以上の企業を帝国データバンクCOSMOS企業データから抽出し、公的機関、組合、中小金融を除いて、1714社を対象とした。2019年5月に各社にアンケート用紙を郵送し、6月11日までに215社からの回答を得た（回答率12.5％）。
調査項目は、①企業としての気候変動対策への考え方、②企業の気候変動対策を促進する枠組み、③各企業で行っている気候変動対策、の3つのカテゴリーに分けられる。①については、企業理念と気候変動の関係、ビジネス上の優先項目と気候変動の関係、気候変動がビジネスチャンスやリスクとなる可能性、気候変動対策を行うことが義務と思うか、コストだと思うか、などの気候変動に対する企業としての考え方に関する質問である。②については、気候変動対策の実効性のための条件として、合意、ペナルテイ、インセンテイブ、対策の客観性、及びそれを促進する枠組みについての質問である。すなわち、どのような組織（業界団体、国際機関、標準機関、第三者組織）で客観性の担保の手段が考えられるか、などについても質問している。③の対策内容については、数値目標の有無、目標値の引き上げの意思、長期ビジョンの策定状況などを質問している。
質問は、いずれも5段階スコア（非常にそうである～全くそうでない）で回答してもらい、相互関係の比較ができるようにしている。
３．分析結果

回答数213社のうち、製造業が85社（母数485社、回答率17.5%）であり、製造業の関心が高いことがわかる。
一次集計が終了した50社の回答傾向から、企業の気候変動への対応を見ると以下の通りであった。企業理念と気候変動の対応については、過半数の企業が影響がある（そうである）と回答しており、（ややそうである）も合わせると約８割の企業になる。ビジネス上の項目と気候変動の関係では、環境、社会との関係、顧客、資源節約などで関係が高いとの回答があったが、生産性向上も約８割の企業が関係があると回答している。気候変動がビジネスチャンスとなる可能性も、リスクとなる可能性も約７割の企業があると回答している。すべての企業が気候変動対策は企業として当然と回答しているものの、過半の企業が気候変動対策はコスト増要因と回答している。
また、2030年、2050年の気候変動対策長期ビジョンを策定もしくは策定予定と回答した企業は8割近くになっている。2018年秋に経団連が行った調査結果（全回答232社中、策定もしくは策定予定計180社）と比べても、策定が進んでいることが推察される。
４．結論

企業の気候変動対策に関するアンケート調査の結果、企業が、企業理念としても気候変動対策を位置づけていること、企業活動の行動規範として生産性向上にも気候変動が関係しているとみている。これらの結果は、気候変動対策が、企業にとって、企業活動に内包されるものとして認識されつつあることを示している。
今後、全回答の集計を取りまとめるとともに、企業の気候変動対策を促進する国際枠組みについての分析を進め、企業が更なる気候変動対策に取り組む条件について、報告したい。
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